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のような性質を持つものであるから 、 その賦課及び徴収にあたっては 、 必ず法
 






















































 １）  このように企業利益を基準として課税所得を計算することを 「基準性の原則」 と言う。また、 税務
上の解釈が会計上の判断に影響を及ぼしている状態のことを 「逆基準性」 と呼ぶ。
 ２）  ２０００ 年前後の時価会計導入の頃より、 会計と税務の処理の差異が拡がってきたが、 現在でも尚、














（個人所得税） のように 「所得」 課税における課税標準の算定を目的とする会計で
あり、税務会計の中心領域となっている。所得とは、会計用語でいう利益のこと
である 。 わが国においては法人の稼得した所得に対して課せられる税のことを






























　 このように税務会計は何に着目して課税されるかという視点に基づいて 「 所

























































































































































２０１３， １３ －１４） 。







































いる 。 そして残余を配当可能額として剰余金にしている 。 次に企業会計原則で
 
は、 適正な期間損益計算を行う要請から 、 資本取引・ 損益取引の区分を重視す
 
る。そこで資本金以外を剰余金とし、資本剰余金と利益剰余金に区分している。
































出所：鈴木基（２ ０１３） ２５７頁  を参考に筆者作成
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予約権」 と「評価 ・ 換算差額等」 を設けているが、税務会計ではこれらを資本扱い
していない。新株予約権は実際の株主からの拠出ではないので資本金等の額とは






















２０１３，２ ８ －２９） 。












払配当を損金の額に算入しないことを明確にしたものである （武田 ２０１３，２１ －２２；









関わりにおいて述べる 。 法人税は「 所得」 に着目して課される税であり 、 所得は
課税の公平を実現するために担税力を反映したものでなければならない 。 し た
がって、所得の本質を考察しておくことは重要である。次に、課税所得計算の全
体像を、 法人税法第２２ 条に即して明らかにする 。 その中で 、 確定決算主義につ
いて検討し、税務会計と企業会計との関係についても明らかにする。
??? ????




























































入すべき金額は、「別段の定め」 にあるものを除き、 資産の販売、 有償又
は無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けその




















































































の文言から明らかなように、会計上の概念である 「収益」 、「原価」 、「費用」 、「損
失」 が法人税法に組み込まれていることが分かる。益金の項には、 「資産の譲渡」
「 無償による資産の譲受け 」 とあることから 、 固定資産の売却や贈与による収益
 





を通じて経営成績を図るニーズがあるため 、「原 価」、「費 用」、「損 失」 と分けら
れ、売上総利益、営業利益、経常利益、当期純利益といった段階損益が算定され
るのに対し、税務会計においてはどれだけ税金を負担できるかという担税力を図



























　 法人税法第２２ 条からは 、 課税所得計算は企業会計に依存していることが分
 
かるが、収益及び費用等と益金及び損金は完全には一致しない。益金及び損金は
収益及び費用等を「 別段の定め」 により修正 ・ 加工して算定され 、 その差額で
 
















　 上記①の規定としては 、 資産の評価益の益金不算入の規定（ ２５条 ）、 資産の評
価損の損金不算入の規定（３ ３条 ） 等がある。②の規定としては、棚卸資産の評価
に関する規定（２ ９条 ）、減価償却に関する規定 （３ １条 ）、引当金に関する規定 （５ ２























解 し 、 研 究 す る と い う こ と な の で あ る （ 大 下
 





























用等をベースに 、 税法独自の「 別段の定め」 による修正 ・ 加工を経て課税所得が
導出される（大沼
 
２０１３， ４９ －５０） 。より具体的には、 損益計算書の末尾の税引後













































　 会社法会計は、 その法律の趣旨である株主及び債権者保護の観点から 、 株主
 












応じた納税を実現するため 、 利益概念として 「 課税所得」 を採用している （ 大下
 





















　 しかし近年 、 企業会計と税務会計は乖離の一途を辿りはじめている 。２０００年
前後に金融商品取引法会計（当時は証券取引法） 上に時価会計が導入され、 ２００６




























段の定め」 にあるものを除き、 その年において収入すべき金額とする」 と定めてい
る。こ の「 収入すべき金額 」 と は、 実現した収益 、 すなわちまだ収入がなくても




























る費用が選びだされる （費用の第二次認識） 。一方、 税務会計上の損金の認識につ




項において 、「原 価」 は売上に対応するものとされ
ており企業会計上の概念と一致するが、 「費用」 「損失」 については一致していな
い。「費用」 については、 条文上債務確定主義によることを明示しており、 対応原
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